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これまでの取組と今後の改善の方向性（指針の見直しの方向性）
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これまでの取組

調達改革 ＩＴ人材の育成情報システムの刷新

【取組の概要】

情報システムの効率的な整備・運用を図
るため、

• 大規模システムを中心に、情報システ
ムの刷新（レガシーオープン化等）によ
るコスト削減

• ＩＴを活用した業務改革の推進
などに取組。

指針との整合性確認のためモニタリン
グを実施。

【取組の概要】
調達の競争性を確保する観点から、
• 調達計画書の作成・公表
• 分離・分割調達の推進
• 調達仕様の明確化

などに取組。

• 調達計画書の確認
• 調達仕様書案の確認

等のモニタリングを実施。

【取組の概要】

• 求められるＩＴ人材のモデル化を行うと
ともに、その育成・確保に向けた計画
の策定

• 統一的な研修の抜本的見直し
などに取組。

実効性確保のための取組

1. 推進体制の強化
2. 全体最適の推進

3. 業務・システム最適化の進め方（成果主義
への転換）

4. ＩＴ人材の育成・確保

ＩＴ投資管理の確立・強化 ＩＴ調達の見直し

※ １及び４（赤字部分）が今回の主な
テーマ

今秋以降検討

5. 第三者レビューの導入等による実効性
確保

リスクマネジメントの強化

レビューの試行運用や、ＩＴ
戦略本部の検討状況を踏まえ、
制度化

各指針を体系的に整理しつつ、まずはIT投資管理部分から指針を見直し。

最適化指針 調達指針 人材育成指針

実効性確保のための取組

【課題】
 不十分な実施体制
 個別最適 →全体最適による効率化

 コスト削減に偏った取組（適切な目標
とその主要成果指標（KPI）の欠如）

 形骸化したプロジェクト管理

 実現可能性を軽視した取組（短期間で
の目標達成等）

【課題】
 分割リスクの発生

 公平性を重視し過ぎるあまり、安かろ
う悪かろうになっている可能性

 調達手続に大きな労力

【課題】
 必要な人材像が理解できていない
 ＩＴ人材の絶対数が少ない

 外部人材を含め、人材が有効活用で
きていない

見直しの方向性



１．推進体制の強化（府省内における推進体制）
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個別業務・システム最適化の企画、実施
プロジェクトの円滑な実施
業務プロセスの継続的改善の推進
情報システムの安定的な運用

担うべき役割

府省におけるＩＴ戦略推進の司令塔
府省のＩＴ戦略の策定・推進
省内全体最適の推進
システム部門、ユーザー部門の横断的調整
ＩＴを活用した業務革新の提案

府省内のIT投資管理
府省内のIT投資管理

（リスクマネジメント、モニタリング）
◆概算要求、調達等の統括

府省内のＩＴリソースの管理機能
 ＩＴ資産管理台帳の整備・維持
 ＩＴ人材マネジメントに係る計画の立案・推進

府省内のＩＴ資産の健全維持機能
府省内の情報セキュリティ対策の立案・推進

各府省CIO各府省CIO

府省全体管理組
織（PMO）

府省全体管理組
織（PMO）

個別管理組織

（ＰＪＭＯ）

個別管理組織

（ＰＪＭＯ）

個別管理組織

（ＰＪＭＯ）

個別管理組織

（ＰＪＭＯ）
……

CIO補佐官
情報化推進

委員会

会計担当課、人
事担当課、総務

課等

府省全体管理組
織のトップとして、
府省内を調整・
統括

成果の刈り取りはユーザー部門の責任。
プロジェクトの立ち上げ段階から個別管理組織の体制に加わる
などユーザ部門が責任をもって取り組むことが必要。



政府全体管理組織

電子政府に関する戦略等の
策定・推進
政府全体のＩＴ投資管理（評

価・モニタリング）
政府全体最適の推進

・標準化・共通化の推進
（各種ガイドライン等の整備）

・ナレッジの蓄積・共有
・共通基盤システムの整備・運用

政府におけるＩＴ人材の育成・
確保支援

１．推進体制の強化②（政府全体における推進体制）
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各府省

ＩＴ戦略の策定
個別の業務・システム

最適化の推進
府省内のＩＴ人材の育

成・確保
府省内の情報資産の

管理

第三者レ
ビュー

戦略等の調整

システムの
統合・集約

標準・マニュ
アル等の提供

人的支援

研修実施

各府省CIO各府省CIO

ＰＭＯＰＭＯ

ＰＪＭＯＰＪＭＯ ＰＪＭＯＰＪＭＯ ……

CIO補佐官
情報化推進

委員会



（参考１） 政府CIO制度のイメージ

4出典：「政府ＣＩＯ制度のグランドデザイン」（第10回 電子行政に関するタスクフォース（平成23年２月14日） 参考資料１）



２．全体最適の推進
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業務

府省
業務機能

戦
略
的
情
報
収
集
と
分
析

政
策
立
案
／
戦
略
策
定

統
計
的
情
報
収
集
と
分
析

記
録
維
持

申
請
／
届
出
の
受
付
と
管
理

手
数
料
等
徴
収

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

資
源
配
置
の
最
適
化

… … …

内
閣
官
房

人
事
院

内
閣
法
制
局

内
閣
府

…

業務Ａ ○○ ○ ○ ○

業務Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ ○

業務Ｃ ○ ○ ○ ○

業務Ｄ ○ ○ ○ ○ ○

業務Ｅ ○ ○ ○ ○

業務Ｆ ○ ○ ○

…

政策・業務を体系化
し、システムと一体で
管理（Business 
Reference Model 
(BRM)）

業務・システム体系

ＫＰＩをライブラリ化し参照モデル
（Performance Reference Model
（PRM））として整理

一体的
に整理

ハードウェア（各種サーバ等機器）

ＯＳＯＳＯＳ

ミドルウェアミドルウェアミドルウェア

個別
アプリ

個別
アプリ

個別
アプリ

仮想化環境

政府共通プラットフォーム

個別
アプリ

認証サービス

ワークフ
ロー機能

ＣＭＳ
集計・分
析機能

競争環境を確保

政府共通プラットフォームでの稼働状況
を踏まえ技術情報を政府内で共有
（Technical Reference Model(TRM)として
の位置付け）

反映

…政府共通プ
ラット
フォームを
活用

刷
新
の
方
向
性
を
仕
分
け

個
別
に
刷
新
に
取
組

Ａ省○○業
務・システム

Ｂ省△△業
務・システム

Ｃ省□□業
務・システム

…

共通機能をサービ
ス化し、政府共通
プラットフォーム上
で提供（Service 
component 
Reference 
Model(SRM)として
の位置づけ）



３．業務・システム最適化の進め方（成果主義への転換）①
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投資効果の定量把握・可視化（透明性の向上）、業務横断比較による全体のパフォーマンス向上を図
るため、ＫＰＩをライブラリ化し、参照モデルとして活用することが有効。

【参照モデルイメージ】

業務名 ＫＰＩ 概要

窓口対応業務 利用者満足度 業務によって実現するサービスに対する利用者満足度

苦情数 寄せられた苦情、意見の数

平均待ち時間 窓口に来訪して対応が始まるまでの時間

平均処理時間 受付から処理が完了するまでの時間

平均来訪回数 一つの案件について窓口に来訪した回数

業務手順書の整備率 各種事務への対応プロセス定義と標準化の状況

研修受講率 研修を受講済みの担当者の割合

申請・届出等業務 平均処理期間 申請・届出等の受付から結果の通知を送付するまでの期間

電子申請利用率 電子的に申請等が行われた割合

差し戻し率 申請等に不備があり申請者に返戻した割合

平均利用者入力等時間 利用者が電子的に申請等を行うのに要した時間

これまでは、情報システムのコスト削減に傾注し過ぎ、本来追求すべき国民の利便性
向上や行政の効率的運営に対し、IT投資がどう貢献するのか必ずしも明確でなかった。

今後の投資対効果の考え方
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３．業務・システム最適化の進め方（成果主義への転換）②

政策課題

行政の効率的運営 国民サービスの向上

調達システムに
リバースオーク
ション機能を

付加

政策課題を解
決するための

目標

目標を達成
するための
具体的取組

行政コスト削減

コンプライアン
ス向上

生産性向上

国民利益増大

利用者満足度
向上

アクセシビリ
ティ向上

調達コスト削減
（○％削減）

共同調達の
実施

研修の
充実

待ち時間解消
（○分→△分）

丁寧な窓口対応
（クレーム件数○件以内）

ヘルプデス
クの外注

処理時間短縮
（□分→◇分）

業務プロセ
スの見直し

戦略目標の達成の
ための具体的な活動を
落とし込むプロセス

取組の有効性を
検証するプロセス



３．業務・システム最適化の進め方（成果主義への転換）③
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継続的な改善の取組

※ BPM（Business Process Management）ツールの導入など、改善活動の効率化を支
援する環境の整備が必須。併せて、現在の最適化で求めるドキュメントの体系につい
ても見直しが必要。

【BPMツールの活用イメージ】

プロセスの変更について
継続的に維持・管理

イベントの
発生を管理
しプロセス
の進捗をモ
ニタリング



４．ＩＴ人材の育成・確保（政府におけるＩＴ人材のマネジメントの在り方）
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スキルレベル、これまでの経
験、能力等により評価

府省内におけるIT
人材の現状把握

 必要とされる人材のタイプ
（スキル、経験、能力）

 必要となる時期、要員数

（主な記載事項）
 重点的に取り組む領域等の検討
 内部人材の育成方針（キャリアパス、人事交流、研修、資

格取得支援等）
 外部人材の確保（CIO補佐官、支援スタッフの採用）

必要なＩＴ人材の定義

IT人材の育成・確保計画

 情報システムの棚卸しを踏まえた既存システムの刷新
の方向性

 ITを活用した業務革新

IT戦略の策定

ギャップ
分析を実施

※政府全体管理組織と調整の上、策定

各府省

政府全体管理組織

組織 氏
名

人材
タイプ

経験 資格等

PMO Ａ 企画 企画担
当５年

基本情報
技術者

PJMO Ｂ 運用 □□運
用２年

ITパスポー
ト

…

（ＩＴ人材リストイメージ）

内部人材の育成は、キャリ
アパスにも留意し、中・長
期的視野で行うことが必要。

（スキル停滞やモチベー
ション低下の防止）

政府共通プラットフォームの整
備・運用（情報システムの統合・
集約による各府省の負荷軽減）

負荷軽減のための環境整備

CIO補佐官等高度IT人材の派遣
（高度IT人材のプールが必要）

人的支援

体系化されたナレッジの提供（各
種ガイドライン、マニュアル等）

研修プログラムの提供（情報シス
テム統一研修の実施）

人材の受入れによる育成支援（第
三者レビューチーム等への受入れ
によるＯＪＴ）

府省におけるIT人材の育成支援

政府全体管理組織は、各府省のＩＴ人
材管理を様々な点から支援を実施



５．第三者レビューの導入等による実効性確保
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モニタリングの意義は、①第三者の関与による進捗管理の適正化、②情報の集約→
ナレッジ化→横展開

各府省職員

国民等
進捗状況等について
は、国民に公開し、透
明性を向上

調達関連情報などを
登録し、ナレッジベー
スとして政府内で活用

各府省PMOにおいてモニタリングし、その結
果を登録。その結果を可視化し、効率的な
モニタリングに寄与。

高リスク案件を中心に、工程の要所・要所で第三者レ
ビューを実施

※ レビューの試行運用や、ＩＴ戦略本部の検討状況を踏まえ、制度化



府省共通業務・システムに
ついて、分野の決定はCIO
連絡会議。

府省共通業務・システムにつ
いて、見直し方針決定はCIO
連絡会議幹事会。

府省共通業務・システムに
ついて、最適化計画決定は
CIO連絡会議。なお、決定に
際し、必要に応じてパブコメ
を実施。

業務・システムの選定

見直し方針の策定

最適化計画の策定

最適化の実施
（システム開発・運用等）

府省共通業務・システムにつ
いて、最適化実施評価報告
書（毎年度）の決定はCIO連
絡会議。

業務・システム最適化のモニタリングの流れ（参考２）

 企画段階計画を策定し総務省へ報告。

 必要に応じ総務省に仕様書（要件定義書）を報告。
 企画段階完了報告書を総務省へ報告。

① 総務省と調整を実施。
② CIO補佐官等連絡会議へ報告。
③ 同会議の助言等を踏まえ決定し、CIO連絡会議へ報告。

最適化の実施の評価
（毎年度）

（最適化実施評価報告書）
① 総務省と調整を実施。
② ＣＩＯ補佐官等連絡会議へ報告。
③ 同会議の助言等を踏まえ決定し、ＣＩＯ連絡会議へ報告。

① 総務省と調整を実施。
② CIO補佐官等連絡会議へ報告。
③ 同会議の助言等を踏まえ決定し、CIO連絡会議へ報告。

① 総務省と必要な調整を実施し、決定。
② CIO連絡会議へ報告。

• 進捗報告書（月次）、統括報告書（四半期）を総務省へ報告。
• 設計・開発段階計画を総務省へ報告。
• サービスレベル合意書を総務省へ報告。（策定した時）
• 必要に応じ運用報告書、保守報告書を総務省へ報告。
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